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株 式 会 社 マ ザ ー ズ  

就労継続支援Ｂ型事業所「テラシア」利用契約書  

 

 

        様（以下「利用者」という。）と株式会社マザーズ（以下「事

業者」という。）は、利用者が事業者から提供される就労継続支援Ｂ型事業を受

け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとおり契約（以下「本

契約」という。）を締結します。 

 

【１章 総 則】 

（契約の目的） 

第 1 条 本契約は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（以下「障害者総合支援法」という。）就労継続支援Ｂ型事業につい

て、事業者が提供する就労継続支援Ｂ型事業の内容と利用者が支払うべ

き料金との関係を明確にし、利用者と事業者の双方の理解と合意のもと

に就労継続支援Ｂ型事業が提供されることを目的とします。 

 

（就労継続支援サービス） 

第２条 事業者は、別紙「重要事項説明書」に定める内容の就労継続支援Ｂ型

事業を利用者に提供するものとします。 

 

（契約期間） 

第３条 この契約の期間は、令和  年  月  日から就労継続支援Ｂ型に

係る受給者証支給決定期間の満了日までとします。 

  ２ 前項の契約期間満了の日に引き続き、利用者について訓練等給付費の

支給が決定されたときは、その決定された期間本契約は更新するものと

します。また、それ以降の契約期間満了に伴う更新についても同様とし

ます。ただし、期間満了の３ヶ月前までに利用者から本契約を更新しな

い旨の申し入れがあった場合、または、第 18 条もしくは第 19 条によ

り本契約が解除された場合は、本契約は終了するものとします。 

                                                  

 

 



 

  

【２章 サービス計画】 

（相談及び援助） 

第４条 事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の適確

な把握に努め、利用者の相談に適切に応じるとともに、必要な助言その

他の支援を行うものとします。 

 

（個別支援計画の作成） 

第５条 事業者は、利用者の個別支援計画を作成し、これに基づいた就労継続

支援Ｂ型事業を提供するものとします。 

  ２ 前項の個別支援計画について、事業者は次の各号の業務を職員に行わ

せるものとします。 

(1) 利用者について解決すべき課題を把握し、利用者の意向を踏まえた上

で、就労継続支援Ｂ型事業の目標及びその期間、サービスの内容、サービ

スを提供する上での留意点などを盛り込んだ個別支援計画を、原則として

入所後１ヶ月以内に作成するものとします。 

(2) 前号の個別支援計画については、その内容を記した書面を利用者に交

付・説明し内容の確認ならびに記名捺印を受けるものとします。 

(3) 個別支援計画にもとづくサービス提供の現況等については、少なくと

も６ヶ月に１回、もしくは利用者の要請があった場合には調査･検証する

ものとします。 

(4)  前号の調査･検証の結果、個別支援計画変更の必要があると認められ

る場合は、利用者と協議して、計画を変更することにし、その内容を記し

た書面を利用者に交付・説明し、内容の確認ならびに記名押印を受けるも

のとします。 

 

【３章 利用料金】 

（利用料金） 

第 6 条 事業者は、就労継続支援Ｂ型事業の提供に当たっては、あらかじめ利

用者に対し、当該サービスの内容及び費用について説明し、利用者の同意を得

るものとします。 

２.指定障害福祉サービスを提供した場合の利用料の額は、告示上の額とし、当

該指定障害福祉サービスが法定代理受領サービスであるときは、市町村が定め

る利用者負担額の支払いを受けるものとする。ただし、当該サービス提供を行



 

  

った月に他の事業所による障害福祉サービスの提供があった場合には、各事業

所が受ける取る利用者負担額の合計が市町村が定める利用者負担額をこえない

よう調整した額の支払いを受けるものとする。 

３. 利用者は、本人の希望による訓練等給付費対象外サービス提供の対価として、

別紙「重要事項説明書」に定める利用料金を事業者に支払うものとします。 

事業者は、訓練等給付費対象外サービスに要する費用を、物価の変動その他の

理由により相当な額に改定することが出来るものとします。なお、改定した場

合は別紙「重要事項説明書」にその旨記載するものとします。 

４. 第２項および第３項の利用料金のうち、月を単位とするものについては、利

用者が月の初日以外の日に該当サービスの利用を開始した場合、あるいは、月

の末日以外の日に利用を終了した場合は、該当月の暦日数を基礎として、利用

日数の割合で計算した額を支払うものとします。 

 

（利用料金の支払い等） 

第 7 条 利用者は、前第６条に定める利用料金を月ごとに支払います。 

 ２ 事業者は、当月の利用料金合計額の請求書を翌月１５日までに送付しま

す。 

 ３ 利用者は、当月の利用料金の合計金額を、翌月２５日までに支払います。 

 ４ 事業者は、利用者から利用料金の支払いを受けた時は、利用者に領収書

を発行します。ただし、銀行振込の場合は、振込書を領収書とみなしま

すが、必要に応じて領収書も発行します。 

 

（生産活動と工賃の支払） 

第 8 条 事業者は、個別支援計画において生産活動の内容を定め、利用者に対

して生産活動の機会を提供します。 

 ２ 利用者の心身の状況や意向、適正、障害の特性、その他の事情を踏まえ

て行います。 

 ３ 作業時間、作業量が利用者に過重な負担とならないように配慮します。 

 ４ 生産活動の機会の提供に当たっては、防塵設備又は消火設備など安全に

配慮します。 

 ５ 事業者は、生産活動における事業収入から必要経費を控除した額に相当

する工賃を生産活動に従事された利用者に支払います。 

 



 

  

【４章 生産活動】 

第 9 条 事業者は、個々人の能力、適性に応じて、作業の内容を定め、適切な

生産活動支援を行うと共に、その作業に対して作業能力等適切に評価し、応分

の工賃を支払います。 

 

第 10 条 事業者は、日常生活上の支援や職場実習等の訓練に当たっては、利

用者の自立の支援及び日常生活支援の充実に資するよう、適切な技術をもって

行います。 

 

第 11 条 事業者は、生産活動を通じて、就労支援やグループホーム等による

地域生活移行への支援を行います。 

 

【５章 事業者の義務】 

（事業者の姿勢） 

第12条 事業者は、利用者の人間としての尊厳を重んじる姿勢を堅持すると共

に、法律及び事業者の定めた諸規程を遵守し、事業者としての義務を果

たします。 

 

第13条 事業者は、サービスの提供に当たって、利用者の生命、身体、財産の

安全・確保に配慮するものとします。 

２ 事業者は、常に利用者の健康に注意すると共に、利用者の体調･健康状

態からみて必要な場合には、医師と連携し、利用者からの聴取・確認を行

ったうえで、必要なサービスを実施するものとします。 

３ 事業者は、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為を行わないものとします。 

 なお、こうした行為を行う場合は速やかに身元引受人に報告するものと

します。 

４ 事業者は、利用者に対する就労継続支援Ｂ型事業の提供について記録等

を作成し、それを事業者が定める文書取扱規程で規定する間保管し、利用

者の請求に応じてこれを閲覧させ、複写物を交付するものとします。 

５ 事業者は、利用者のプライバシーの保護について、十分な配慮をするも

のとします。ただし、就労継続支援Ｂ型事業の実施及び安全衛生上の管理



 

  

の必要があると認められる場合、利用者は、事業者及び職員が更衣室など

に立ち入り、必要な措置を取ることを認めるものとします。 

 

（守秘義務） 

第14 条 事業者は、正当な理由がある場合を除き、利用者またはその家族の個

人情報を他に漏らさない義務を負うものとします。 

   ２ 事業者は、職員が退職後、在職中知り得た利用者またはその家族の個

人情報を漏らすことのないように必要な措置を講じるものとします。 

 

【６章 利用者の義務】 

（施設利用規則の遵守） 

第15条 利用者は、施設利用規則を守るよう努めます。 

 

（利用者の施設利用上の注意義務等） 

第16条  利用者は、共用施設、敷地をその本来の用途に従って、利用するもの

とします。 

 

【７章 損害賠償】 

（損害賠償） 

第17条  事業者は、本契約に基づく就労継続支援Ｂ型事業の実施に伴って、自

己の責に帰すべき事由により利用者に生じた損害について賠償する責任

を負うものとします。また、第 14 条に定める守秘義務に違反した場合

も同様とします。 

   ２ 事業者は、前項の損害賠償責任の履行については速やかに行うものと

します。 

  ３ 利用者は、故意または過失により事業者に損害を与え、または無断で

備品の形状を変更したときは、その損害を弁償し、または原状に復する

責務を負うものとします。なお、損害賠償の額は利用者本人の心身の状

況を考慮して減免出来るものとします。 

 

【８章 契約の終了】 

（契約の終了事由） 

第18条  利用者または事業者が次の各号のいずれかに該当した場合、本契約は



 

  

終了するものとします。 

(1)  利用者が死亡した場合 

(2)  訓練等給付費が必要ないと決定された場合 

(3)  事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合またはやむを得ない

理由により施設を閉鎖した場合 

(4)  施設の滅失や重大な毀損により、就労継続支援Ｂ型事業の提供が不

可能になった場合 

(5)  事業者が就労継続支援Ｂ型事業所の指定を取り消された場合または

指定を辞退した場合 

(6)  第 18 条もしくは第 19 条に基づき本契約が解約された場合 

 

（利用者からの契約解約） 

第19条  利用者は、30 日以上の予告期間をおいて文書で事業者に通知するこ

とによりこの契約を解約することが出来るものとします。ただし、次の

事由に該当する場合には、文書で通知することにより直ちにこの契約を

解約することが出来るものとします。 

（1）者が正当な理由なく就労継続支援Ｂ型事業を提供しない場合。 

（2）業者が第 14 条に定める守秘義務に違反した場合。 

（3）業者が故意または過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけ

たり、著しい不信行為があったとき、その他本契約を継続しがたい重

大な事情が認められる場合。 

(4)利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、もしくは傷つける恐れがある

にもかかわらず、事業者が適切な対応を取らない場合。 

 

（事業者からの契約解除） 

第20条  事業者は、やむを得ない理由がある場合には、30 日以上の予告期間

をおいて文書で通知することによりこの契約を解約することができるも

のとします。ただし、次の事由に該当する場合には、文書で通知すること

により、直ちに本契約を解約することが出来るものとします。 

（1） 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項につ

いて、故意にこれを告げず、または不実の告知を行い、その結果本

契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。 

（2）第６条に基づき利用者が事業者に支払うべき就労継続支援Ｂ型事業



 

  

の利用料金を 2 ヶ月以上滞納し、相当期間を定めて督促したにもか

かわらず、その期限までに支払われない場合。 

（3） 利用者が医療機関に入院し、明らかに３ヶ月以内に退院の見込みが

ない場合、または入院後３ヶ月経過しても退院できないことが明らか

になった場合。 

 

（契約の終了に伴う援助） 

第21条   本契約が終了し利用者が就労継続支援Ｂ型事業を終了する場合には利

用者の希望により事業者は利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘

案し円滑な退所のために必要な以下の援助を速やかに行うものとします 

(1)  適切な医療機関または日中活動系の事業所等の紹介 

(2)  グループホーム等の居宅支援事業の紹介 

(3)  その他の保険医療サービス、福祉サービスの提供者の紹介 

 

（明け渡しと精算） 

第22 条 本契約が終了する場合において、利用者はそれまでに提供された就労

継続支援Ｂ型事業に対する第６条に基づく利用料金支払い義務及びその

他の条項にもとづく義務を履行した上で、ロッカー等を明け渡すものと

します。また、作業着等の貸与物品についても同様とします。 

 

（残置物の引渡し等） 

第23条  事業者は、本契約が終了した後において、利用者の残置物がある場合、

利用者、または身元引受人等にその旨を連絡するものとします。 

２. 利用者または身元引受人等は、前項の連絡を受けた後、３週間以内に残

置物を引き取るものとします。 

３. 事業者は、前項に定める期間を過ぎても、利用者または身元引受人等が

残置物を引き取らない場合は、適当な者に委託して、当該残置物を利用者

または身元引受人等に引き渡すものとします。但し、その引き渡しに係る

費用は利用者または身元引受人等が負担するものとします。 

 

【９章 その他】 

（苦情解決） 

第24条  事業者は、提供した就労継続支援Ｂ型事業に関する利用者等からの苦



 

  

情に対して、苦情解決に関する規則にもとづき、苦情を受け付ける窓口

等を設置して適切に対処するものとします。 

２. 事業者は、利用者又は身元引受人等が苦情を申し立てた場合、これを理

由とする不当な扱いは一切しないものとします。 

 

（身元引受人） 

第25条  事業者は、利用者に対し、身元引受人を求めることがあります。ただ

し、社会通念上、これが出来ない相当の理由があると認められる場合は、

その限りではありません。 

２. 身元引受人は、本契約にもとづき利用者が債務を負うときは、極度額

100 万円の範囲内で、利用者と連帯して履行の責任を負うものとします。 

３. 身元引受人は、前項の義務のほか、次の各号の責任を負うものとします。 

(1) 利用者が疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続が円滑に

進行するように事業者に協力すること。 

(2) 第 18 条第２号以下の各号のいずれかに該当して契約が終了した場

合、事業者と連携して利用者の状態に見合った適切な受け入れ先確

保に努めること。 

(3) 利用者が死亡した場合の遺体の引き取り、遺留金品の処理その他必

要な措置を行うこと。 

 

（協議事項） 

第26条  本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業

者は障害者総合支援法、その他諸法令の定めるところに従い、利用者と

誠意をもって協議するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

個人情報の使用に係る同意書 

 

以下に定める条件のとおり、私及び身元引受人は、就労継続支援 B 型テラシアが、私お

よび身元引受人、家族の個人情報を下記の利用目的の必要最低限の範囲内で使用、提供、

または収集することに同意します。 

１、利用期間 

 障害福祉サービス提供に必要な期間及び契約期間に準じます。 

２、利用目的 

（１） 障害福祉サービスにおける申請及び更新、変更のため 

（２） 利用者に関わる個別支援計画書を立案し、円滑にサービスが提供されるために実

施するケアカンファレンスでの情報提供のため 

（３） 医療機関、福祉事業者、相談支援専門員、事業者、その他社会福祉団体等との連

絡調整のため 

（４） 利用者が、他サービスの利用を希望している場合および主治医等の意見を求める

必要のある場合 

（５） 利用者の利用する障害福祉事業所内のケアカンファレンスのため 

（６） その他サービス提供で必要な場合 

（７） 上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合 

３、使用条件 

（１） 個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外決して利用し

ない。また、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後

においても、第三者に漏らさない。 

（２） 個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれ

ば開示する。 

 
同意する  ・  同意しない 

 

------------------------------------------------------------------------------ 

４、肖像権について 

当施設のホームページ・パンフレット・施設内研修・掲示物・ブログ・SNS・広報誌

などにおいて、ご利用者様の映像・写真を使用させていただきたい場合がございます。 

使用につきまして以下の同意するもしくは同意しないに○をご記入ください。 

 

同意する  ・  同意しない 
 

 



 

  

テラシア重要事項説明書 

あなたに対する就労継続支援（Ｂ型）サービス提供開始にあたり、厚生労働 

省令に基づいて当事業所があなたに説明すべき内容は次の通りです。  

【１． サービスを提供する事業者】  

名   称  株式会社マザーズ  

所 在 地  愛知県名古屋市西区新道一丁目 2 番 5 号  

電 話 番 号  052-583-6111  

代表者氏名  代表取締役 野口恵介  

設 立 年 月  平成 15 年８月  

 

【２． 利用施設】  

事業所の種類  指定就労継続支援（Ｂ型）事業所   

平成 29 年 2 月 1 日指定      

事業所の名称（事

業所番号）  

テラシア  

( 2310201005 )  

事業所の所在地  愛知県名古屋市中村区沖田町 288 番地の 1  

連 絡 先  電話番号  052-446-7303  

ファックス 052-446-7304  

管 理 者  中村龍斗 

サービス管理責任者  鈴木千晶 

サービスの実施地域  名古屋市全域 

主たる対象者  特定しない 

定   員  20 名  

開設年月日  平成 29 年 2 月 1 日  

 

【３．サービスの目的・運営方針 】 

目 的  株式会社マザーズが開設するテラシア(以下「事業所」という。)が行う指定

就労継続支援(Ｂ型)の事業(以下「事業」という。)の適正な運営を確保する

ために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の従業者が、利用者に

対し、適正な指定就労継続支援(Ｂ型)を提供することを目的とします  



 

  

運営方針  この事業では、利用者が自立した日常生活または社会生活を営むことがで

きるよう、専ら障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（以下「障害者総合支援法」という）施行規則第六条の十第一号に規

定する者を雇用し、就労の機会を提供するとともに、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果に行うもの

とします 

  

 

【４． サービスに係る施設・設備等の概要】  

（１）主な設備  

  部屋数  面 積  

作業室  1 室  作業室 1    40.48 ㎡  

相談室  1 室  4.50 ㎡  

多目的室  1 室  多目的室 1   40.20 ㎡  

便 所・洗面所  1 室  2.50 ㎡  

  

当事業所では、厚生労働省の定める指定基準を遵守し以上の施設・設備を設置しています。  

 

【５． サービス提供職員の設置状況】  

職 種  員数  

  

備 考  

管理者  1 名   

サービス管理責任者  1 名以上   

職業指導員  1 名以上   

生活支援員  1 名以上   

目標工賃達成指導員 1 名   

  

当事業所では、厚生労働省の定める指定基準を遵守し指定障害福祉サービスを提供する

職員として、上記の職種の職員を配置しています。  



 

  

(ア) 各職種の勤務体系  

職 種  勤務体系  

管理者  正規の勤務時間帯（9：00～18：00）  

サービス管理責任者  正規の勤務時間帯（9：00～18：00）  

職業指導員  正規の勤務時間帯（9：00～18：00）  

生活支援員  正規の勤務時間帯（9：00～18：00）  

目標工賃達成指導員 正規の勤務時間帯（9：00～18：00）  

(イ) 職員の職務内容 

・管理者 

  管理者は、従業者及び業務の管理その他の管理を一元的に行うとともに、従業者に法

令等を遵守させるため必要な指揮命令を行う。 

・サービス管理責任者 

  サービス管理責任者は、個別支援計画の作成に関する業務のほか、次に掲げる業務を

行う。 

1 利用申込者の利用に際し、その者に係る指定障害福祉サービス事業者等に対する照

会等により、その者の心身の状況、当事業所以外における指定障害福祉サービス等

の利用状況等を把握すること。  

2 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、利用者が自立した日常生

活を営むことができるよう定期的に検討するとともに、自立した日常生活を営むこ

とができると認められる利用者に対し、必要な支援を行うこと。  

3 他の従業者に対する技術指導及び助言を行うこと。  

・生活支援員  

  生活支援員は、個別支援計画に基づき、日常生活上の支援を行う 

・職業指導員 

  職業指導員は、個別支援計画に基づき、就労の機会の提供及び職場 実習の開拓を 

行い、一般就労後も職場定着を図るための支援を行う    

・目標工賃達成指導員 

目標工賃達成に向けた業務、作業内容等の見直しなど工賃向上計画 に基づく取組を 

実施 



 

  

(ウ) 営業日と営業時間  

営業日：月曜日～金曜日  

ただし、1２月３0 日から 1 月 3 日までを除く（就業場所により異なる）  

尚、法人が指定する土曜日・日曜日・国民の祝日に関しては運営する場合があ  

る 

営業時間：９時～18 時 

サービス提供時間：10 時～15 時（就業場所・仕事量により前後する場合あります） 

   

（エ）利用者の労働時間及び休憩時間 

   （１）始業時間 10 時 

   （２）休憩時間 12 時から 13 時 

   （３）終業時間 15 時 

 （週 1 日 2 時間 午前のみ、午後から始めることもできます） 

 

【6. サービス提供の内容】  

（1）訓練等給付費対象サービス内容  

サービスの種類  サービスの内容  

相談及び援助  利用者及びその家族が希望する生活や利用者の心身の状況等を把握

し、適切な相談、助言、援助等を行います。  

訓 練  一般就労に必要な知識、能力の向上のための必要な訓練を行う。また

その他の便宜を適切かつ効果的に行います。  

実習及び求職活動等

の支援  

公共職業安定所、障害者就労、生活支援センター等の関係機関と連携

を取りながら職場実習の実施や、求職活動の支援の実施、職場定着の

為の支援を行います。  



 

  

生産活動  （ア）工業部品の組み立て、検品など 

（イ）野菜の材料加工及び乾燥及び製品の梱包 

（ウ）野菜の移動販売 

（エ）旅館、居室清掃、プリン製造、畑の施設外就労など 

<賃金の支払>  

上記生産活動における事業収入から必要経費を差し引いた額に相当す

る金額を賃金として、生産活動に従事している利用者に支払います。  

事業所外支援  常時サービスを利用している利用者が、心身の状況の変化により、５

日以上連続して利用がなかった場合は居宅を訪問して利用状況を確認

し、月２回を限度として同意の上で支援を行います。  

健康管理  日常生活上必要なバイタルチェックや投薬その他必要な管理、記録を

行う。また医療機関との連絡調整及び協力医療機関を通じて健康保持

のための適切な支援を行います。  

創作的活動の機会の

提供  

創作的活動の機会を提供します。  

初期加算 利用開始日から 30 日以内に限り、1 日につき 30 単位加算されます。 

福祉専門職員配置等

加算Ⅰ 

常勤の職業指導員等のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉

士、作業療法士、公認心理士の資格保有者が 35％以上配置されている

場合に、1 日につき 15 単位加算されます。 

欠席時対応加算 利用者が急病等により利用を中止した際に、連絡調整や相談援助を行

った場合に、1 回につき 94 単位加算されます（月 4 回まで） 

目標工賃達成指導員

配置加算 

目標工賃達成指導員を常勤換算で１人以上配置し、手厚い人員体制を

もって、目標工賃の達成に向けた取り組みを行う場合に、1 日につき

45 単位加算されます。 

食事提供体制加算 対象の利用者に対し、食事の提供を行った場合に、1 日につき３０単

位加算されます。 

福祉・介護職員処遇 

改善加算Ⅱ 

１月につき＋所定単位×91／1,000 

 

 



 

  

（２）訓練等給付費対象外サービス内容  

サービスの種類  サービスの内容  金 額  

生産活動等  生産活動を行う上でかかる費用で、負担して頂くこと

が適当であるものに係る費用を頂きます。  

実費  

就労に向けての

支援に必要な諸

経費  

就労や実習に向けての支援のうち負担して頂くことが

適当であるものに係る費用を頂きます。  

実費  

日常生活上必要

となる諸経費  

利用者の日常生活品の購入代金等や日常生活に要する

費用で、負担して頂くことが適当であるものに関わる

費用を頂きます。  

①日用品費  ②保健衛生費 ③教養娯楽費  

実費  

社会生活上の便

宜の供与等  

日常生活に必要な行政機関等への手続き等及びについ

て、利用者または家族が行うことが困難な場合、利用

者の同意をえて代行します。  

2,000 円  

昼食代 

 

注文した分の費用をいただきます。 

※キャンセルは当日 9:30 までにご連絡ください。 

実費 

（１食２００円） 

その他  ・サービス提供記録等の複写代  10 円  

  

<サービスの概要>  

全てのサービスは、「個別支援計画」に基づいて行われます。本事業所のサービス管理責任

者が作成し、利用者の同意をいただきます。尚「個別支援計画」の写しは利用者に交付い

たします。  

  

 

 

 



 

  

【７．利用料金】 

（１） 訓練等給付費対象サービス内容の料金 

 訓練等給付費によるサービスを提供した際は、サービス利用料金（厚生労働大臣の定め

る額）のうち利用者負担額を除いた金額が訓練等給付費の給付対象となります。事業者

が訓練等給付費等の給付を市町から直接受け取る（代理受領する）場合、利用者負担額

を事業者にお支払いただきます。 

なお、利用者負担額の軽減等が適用される場合は、この限りではありません。障害福祉

サービス受給者証をご確認ください。 

（２） 訓練等給付費対象外サービス内容の料金 

上記「６．サービス提供の内容（２）訓練等給付費対象外サービス内容」の項目をご

参照ください。 

（3）サービス利用の取り消し料金 

   利用者がサービス利用の取り消し（キャンセル）する場合は、利用予定日の 3 日前ま

でに当事業所までお申し出ください。  

  尚、サービス利用日の 3 日前までに申出のない場合は、キャンセル料を頂く場合があり

ます。  

  ※キャンセル料は実費相当額になります。  

（4）利用料金のお支払方法利用料金の支払いは、１か月ごとに計算し、翌月の１５日まで

に請求しますので、２５日までにお支払いください。  

   

【８．利用者の記録及び情報の管理等】  

①事業者は、法令に基づいて利用者の記録及び情報を適切に管理し、利用者の求めに

応じてその内容を開示します。また、記録及び情報については契約の終了後 5 年

間保管します。  

※閲覧、複写ができる窓口業務時間は、 9 時～18 時です。  

②利用者の個人情報については、個人情報保護法にそった対応を行います。但し、サ

ービス提供を行う上での他事業所及び医療機関等との連絡調整や市町及び関係機関

に情報提供を要請された場合は利用者の同意（「個人情報使用同意書」による）に基

づき情報提供を致します。 

  



 

  

【９．緊急時の対応】  

 利用者の病状急変等の緊急時には、速やかに医療機関への連絡等を行います。  

利用者のかかりつけ医療機関  医療機関名： 

診療科目： 

主 治 医： 

所 在 地： 

電 話 番 号：  

緊 急 連 絡 先①  住  所： 

電話番号： 

氏  名： 

続  柄：  

緊 急 連 絡 先②  住  所： 

電話番号： 

氏  名： 

続  柄：  

 

【10． 要望・苦情等申立先及び虐待防止に関する措置】  

（1）要望・苦情等申立先  

  

当事業所ご利用相談窓口  

・窓口担当者   

・受付時間   

・電話番号    

中村龍斗 

営業日の 9：00～18：00  

052-446-7303 

 ・Ｆ Ａ Ｘ    052-446-7304 

  担当者が不在の場合は、事業所事務所までお申し出ください。  

 

（2）その他参考事項（外部窓口） 

要望・苦情等申立先 

苦情相談窓口 

名古屋市健康福祉局障

害福祉部障害者支援課 

・住所   名古屋市中区栄三丁目 18 番 1 号 

      ナディアパークビジネスセンター10 階 

・受付時間 月曜日から金曜日(土日祝除く)   



 

  

分室 

 

8：45～17：30 

・電話番号 052-238-0567 

 F A X  052-238-0578    

愛知県社会福祉協議会 

運営適正化委員会 

 

〒461-0011  

名古屋市東区白壁一丁目 50 番地  

愛知県社会福祉会館内 

 

電話番号：052-212-5515 

ファックス番号：052-212-5514 

相談時間：月曜日から金曜日 9：00 から 17：00（国民の祝

日・休日、年末年始は除きます） 

 

（3）虐待防止に関する措置 

事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、虐待防止に関する責任者を選任

し、成年後見人制度の利用を支援するとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措

置を講ずる。 

虐待防止責任者   中村 龍斗 

 

【11．第三者評価の実地状況】 

〔第三者評価の実施状況〕 

提供するサービスの 

第三者評価の実施状況 
あり・なし 

（実施の場合） 直近の年月日  

評価機関の名称  

評価結果の開示状況  

 

【1２． 協力医療機関】  

医療機関の名称  つばめ在宅クリニック   

医 院 長  名  後藤卓美  

所  在    地  愛知県名古屋市西区菊井 1-2-4   



 

  

電 話 番  号  052-446-7345   

診  療   科  内科   入 院 設 備  無  

 

 

 

【1３． 非常災害時の対策】  

非常時の対応  
別途に定める、消防計画書により対応いたします。  

防火管理責任者  沖田町ビル管理者 

防災設備  
・火災報知器  

・消火器  

避難訓練  利用者も参加の上、年 2 回実施します。  

 

【1４．事故発生時の対応】 

事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者

の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずる。 

１ サービス提供中に発生した事故（対人、対物（損害賠償を伴うもの）、感染症の発生）

は名古屋市（及び利用者を所管する市町）へ報告します。 

２ 事故発生時 速やかに負傷者の対応を行った後、第一報を電話で連絡 

名古屋市  第一報連絡先 障害者支援課 指定指導係 052-972-3967 

３ 事故報告書の提出  

事故対応に一定の目途がついた時点で所定の様式を作成し、上記連絡先に郵送で提出 

４ 事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録する。 

５ 事業所は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を速やかに行う。 

６ 緊急時の対応 

事業所は、施設外支援の提供中に、利用者の病状の急変、その他、緊急事態が生じた時は、

速やかに主治医に連絡する等の措置を講じるとともに、管理者に報告しなければならない。



 

  

主治医への連絡などが困難な場合は、医療機関への緊急搬送など、必要な措置を講ずる。 

 

【1５． 当事業所ご利用の際に留意いただく事項 】 

障害者以外の者の雇用  
生産活動における作業員として障害者以外の者の雇用をする場合

があります。  

設備・器具の利用  

事業所内の設備、器具は本来の用法にしたがってご利用ください。

これに反したご利用により破損が生じた場合、賠償していただく

ことがあります。  

喫  煙  決められた場所での喫煙をお願いします。  

貴重品の管理  

貴重品は、利用者の責任において管理していただきます 

自己管理のできない利用者につきましては貴重品を施設に持ち込

まないようお願いします。  

宗教活動 

政治活動営利活動 

利用者の思想、信仰は自由ですが、他の利用者に対する宗教活動、

政治活動及び営利活動はご遠慮ください。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

令和  年  月  日 

 

就労継続支援サービスの提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づき、契約書・個

人情報の使用に係る同意書・重要事項説明書を説明しました。上記の契約を証するため、

本書 2 通を作成し、利用者及び事業者双方署名押印の上、各自 1 通を保有するものとしま

す。  

      事業者        所在地：名古屋市西区新道一丁目 2 番 5 号 

                 法 人：株式会社マザーズ 

      事業所        所在地：名古屋市中村区沖田町 288 番地の 1 

                    名 称：テラシア 

管理者：    中村龍斗        

                  

私は本書面により、事業者から就労継続支援サービスにおける契約書・個人情報の使用に

係る同意書・重要事項説明書について説明を受けました。また、事業者が利用目的の範囲

内で私及び家族等の個人情報を使用することに同意します。 

 

      利 用 者      （住所） 

 

                 （氏名）                 

      

 代 理 人 

                 （住所） 

 

                 （氏名）                 

                  

（続柄） 

 

 身元引受人 

      （家族）       （住所） 

 

                 （氏名）  

                

                 （続柄） 


